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財政援助団体等監査結果について（報告） 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を

実施したので、同条第９項の規定により、その結果について報告書を

提出します。 

㊢ 
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第１ 監査の種類    

  財政援助団体等監査 

 

第２ 監査の対象団体及び所管課 

  １ 対象団体 青少年育成所沢市民会議 

  ２ 所 管 課 こども未来部青少年課 

 

第３ 監査の範囲及び対象事項 

  平成２９年４月１日から平成３０年１１月２６日までに交付され

た青少年育成所沢市民会議交付金の効果及び出納その他の事務 

 

第４ 監査の期間 

  平成３０年１０月３日から平成３１年１月３１日まで 

 

第５ 監査の方法 

  交付金の交付目的が達成されているか、交付手続き、会計経理が

適正であるかを主眼として、関係書類を調査するとともに、    

平成３０年１１月２６日に青少年育成所沢市民会議及びこども未来

部（青少年課）から説明聴取を行った。 

 

第６ 監査の結果 

  監査の対象となった事務事業については、おおむね適正に執行さ

れているものと認められた。 

   なお、指摘事項については、必要な措置を講じたとき、所定の様

式で、その旨通知されたい。 

また、注意事項については、速やかに対応のうえ、所定の様式で

処理経過及び結果を報告されたい。 
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１ 指摘事項 

（１）所沢郷土かるた販売代金の会計処理について 

青少年育成所沢市民会議は、所沢郷土かるたを作成し販売している

が、その販売代金の一部については、本来、領収した日の属する会計

年度の収入として計上すべきところを、翌年度に計上していた。 

今後は、当該会計年度の収入として計上するよう、会計処理の

原則に則り適正に事務処理されたい。 

〔こども未来部青少年課〕 

 

２ 注意事項 

（１）立替払いについて 

一部の支払いにおいて立替払いが見受けられた。立替払いは私

金との区別が不明確となり、不適切な処理が生じることにもなり

かねないことから、適正な取扱いをされたい。 

〔こども未来部青少年課〕 

 

（２）会計事務について 

団体の事務局機能を市が担い、所管課の担当職員が会計事務に

従事しているが、日々の活動に伴う収支の記録や現金の取扱い、

伝票事務等の会計処理において、出納簿との日付のずれなどの不

備が確認された。これは会計事務を適正に処理するための規則や

管理体制が明確になっていないことに起因するものである。 

外部団体の会計事務については、市の会計規則等の適用はない

が、市から交付金が支出されており、公会計に準じて適正に処理

することが求められる。 

ついては、適正な会計事務を確保するための事務処理規程（要
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綱、マニュアル、様式等）を整備するなど管理体制を見直し、チ

ェック機能の強化を図り、公正で透明な会計事務の執行に努めら

れたい。 

〔こども未来部青少年課〕 
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青少年育成所沢市民会議の概要等 

 

１ 団体の概要  

（１）所 在 地 

  所沢市並木一丁目１番地の１ 

（２）代 表 者 

  会長 須澤 一男 

（３）設立目的 

  青少年問題のもつ重要性と多様性に鑑み、広く所沢市民の総意を

結集して、青少年健全育成関係団体の連絡調整を図りつつ、青少年

の健全育成に努めることを目的とする。 

 

２ 交付金の内容 

（１）名  称   

青少年育成所沢市民会議交付金 

（２）交付目的   

青少年健全育成関係団体の連絡調整を図り、総合的事業の企画を

遂行する青少年育成所沢市民会議に対し、交付金を交付する。 

（３）交付金額   

平成２９年度 ５，８５０，０００円 

平成３０年度 ５，８５０，０００円 

（４）対象事業   

青少年健全育成のための事業 

 


